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月額顧問料5,000円+税～

♦会社設立費用　比較一覧表

（H26.2現在）
	設立形態
	合同会社
	株式会社

	会社代表者印(印鑑一式)
	ネットだと格安数千円～
	ネットだと格安数千円～

	電子定款行政書士手数料
	１,８００円
	５,０００円

	定款印紙税（６号文書）

〈税率４０，０００円〉
	電子定款のため不課税
	電子定款のため不課税

	定款認証公証人手数料
	０円（認証不要のため）
	５２,０００円

	登録免許税（設立登記）
	最低６０,０００円～
	最低１５０,０００円～

	設立登記司法書士手数料
	自己作成すれば不要
	自己作成すれば不要

	謄本・印鑑証明書・雑費
	数千円
	数千円

	合　計　額
	７３,０００円程度～
	２２０,０００円程度～

	設立までの期間
	１週間あればOK
	通常１か月程度

	(行政の許認可)
	（別途考慮）
	（別途考慮）

	設立時資本金（目安）
	５００,０００円程度
	１,０００,０００円程度


※合計額で３倍の差。
（耳より情報）合同会社は株式会社へ組織変更が可能です。

（ただし、約９０,０００円の変更手続き費用がかかります。）

----------------------------------------------------------------------------------------------------------

♦個人事業と法人（法人成り）　比較一覧表
	事業主体
	個人事業主
	法人(合同・株式に共通)

	社会保険制度への加入
	任意加入（通常）
	強制加入

	社会保険料の会社負担
	（加入すればある）
	報酬・給与×14.5％程度

	労災・雇用の会社負担
	強制加入
	給与×1.2％程度

	役員報酬・役員退職金・出張手当・経営者保険料の経費化
	できない
	できる

	消費税課税
	開始２年が通常は免税
	設立２期が通常は免税

	住民税の均等割課税
	均等割５,５００円
	均等割７１,０００円

	記帳・申告・届出・登記手続きコスト
	自前でもできる
	複雑・多様なため会計事務所等への報酬が必要

	法人成りのために個人事業用資産を譲渡
	譲渡所得税・消費税がかかる
	時価で受入（中古資産の購入費用がかかる）


